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電波の利用状況の調査、公表制度の概要 1

電波の利用状況の調査 （毎年）
周波数を３区分し、区分ごとに
毎年度順番に調査を実施

●電波法第26条の2（電
波の利用状況の調査等)
２ 総務大臣は、必要が
あると認めるときは、前
項の期間の中間におい
て、対象を限定して臨時
の利用状況調査を行うこ
とができる。

移動通信システムの
電波の利用状況調査（毎年※）

臨時の利用状況調査

移動通信システムの電波の利
用状況調査の調査結果の公表
及び評価結果(案)に対する意
見募集

臨時の利用状況調査の調
査結果の公表及び評価結
果(案)に対する意見募集

調査結果の公表
評価結果（案）に対する意見募集

意見募集を踏まえた
評価結果（案）の電監審への諮問・答申

周波数区分ごとの評価結果の公表

周波数割当計画への反映

評価結果の概要
の公表

例
・現在、電波は有効
に利用されている
・使用帯域の圧縮が
適当
・中継系の固定局は
光ファイバ等への転
換が適当

国民の意見

例
・新規の電波需
要に迅速に対応
するため、電波
再配分が必要
・既存の電波利
用の維持が必要

【調査する事項】
・無線局の数
・通信量
・他の電気通信手段へ
の代替可能性 等

約1年3ヶ月

※「移動通信システム」の電波の利用状況調査については、平成30年度から調査開始。



「平成３０年度電波の利用状況調査」の概要

（１）目 的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数帯ごと
（①714MHz以下、②714MHz超3.4GHz以下、③3.4GHz超）に、原則３年を周期として

電波の利用状況を調査、電波の有効利用の程度を評価。
この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。

（各周波数区分毎の合算値）

（２）根拠条文： 電波法第２６条の２

（３）調査対象： 平成３０年３月３０日現在において、３．４GHzを超える周波数を利用する無線局

（４）対象数： 無線局数 九州：８２９，２４７局（全国比： ８．９％）
免許人数 九州： １１，２４７者（全国比：２１．６％）

（５）調査事項： 免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の導入予定、
他の電気通信手段への代替可能性 等

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析

② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入予定等を
質問し、その回答を集計・分析

＊複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数・免許人数より多い。
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（６）調査方法： 九州管内（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）の無線局
について、次の調査を実施。



調査結果及び評価結果概要（3.4GHz超の周波数（全体））

周波数区分別無線局数（九州）

【 ３．４GHz超全体の周波数利用状況】

・無線局数は、前回調査（平成２７年度）と比較して、九州管内では１９，７４０局から８２９，２４７局と大幅に増加、全国でも１４６，０４９局から
９，３０１，４２５局に増加している。
・周波数区分ごとの無線局数の割合をみると、 「３．４ＧＨｚ超４．４ＧＨｚ以下」の無線局の割合が最も高く、全体の９７．６６％を占める。次いで、
「８．５GHz 超１０．２５GHz以下」の無線局の割合が高くなっている。
・本周波数帯の全体的な評価としては、各利用システムの重要性等から判断し、適切に利用されていると認められる。
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* 複数の電波利用システムを利用している無線局は、それぞれの電波利用システムで計上している。

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 829,247局 9,301,425局

平成２７年度 19,740局 146,049局



調査結果及び評価結果のポイント（3.4GHz超4.4GHz以下）

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて８０９，８２８局と大幅に増加している。特に３．５GHz帯携帯無線通信（基地局及び陸上移動局）
が８０万局以上増加している。これは、携帯電話事業者が平成２６年９月の第４世代移動通信システム（４G）の開設計画認定後、携帯無線通信の
無線局（携帯電話の基地局と端末）を開設したこととによる。
・３．４GHz帯音声STL/TTL/TSL及び放送監視制御（Sバンド）は減少している。これは、令和４年１１月３０日までに他の周波数帯（ ３．４GHz帯音
声STL/TTL/TSL は、６．５GHz帯Ｍバンド、７．５GHz帯Ｎバンド及び音声ＦＰＵは、５．９GHz帯Ｂバンド、７GHz帯Ｄバンド）へ移行が進んでいるため
である。
・航空機電波高度計は、外国からの観光客増加に起因する離着陸航空機増加等への対応から増加している。

【評価結果のポイント】
・ 本周波数帯は、第４世代移動通信システム（４G）での利用、今後は第５世代移動通信システム（５G：３，６００～４，２００MHz帯）の導入に向け、
周波数の有効利用が推進されており、適切に利用されていると認められる。
・放送業務用無線局については、引き続き、終了促進措置を活用し、使用期限までの迅速かつ円滑な移行を推進する観点から移行動向を注視し
ていくことが望ましい。
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平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

3.4GHz帯音声FPU 0 0 0 移動衛星ダウンリンク（Cバンド） 0 0 0

3.5GHz帯携帯無線通信（陸上移動中継局） 0 0 0 実験試験局（3.4-4.4GHz） 0 0 0

衛星ダウンリンク（Cバンド）（3.6-4.2GHz） 0 0 0 その他（3.4-4.4GHz） 4 0 0

3.5GHz帯携帯無線通

信（陸上移動局）

3.5GHz帯携帯無線通

信（基地局）
航空機電波高度計

3.4GHz帯音声

STL/TTL/TSL
放送監視制御（Sバン

ド）

衛星ダウンリンク（Cバ

ンド）（3.4-3.6GHz）
その他(*1)

平成24年度 0 0 69 40 22 0 4

平成27年度 0 0 72 31 13 0 0

平成30年度 806,714 2,995 90 25 4 0 0
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平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）

その他（*１）の内訳

○無線局のシステム別比較

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 809,828局 9,162,844局

平成２７年度 116局 1,497局



調査結果及び評価結果のポイント（4.4GHz超5.85GHz以下）

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて１３１局（６％）増加している。
・ ５GHz帯無線アクセスシステム（登録局）[４．９－５．０GHz]、DSRC及び５GHzアマチュアで無線局数が増加（増加率は６％程度）しており、それ
以外のシステムは、ほぼ横ばいで推移している。
・５GHz帯無線アクセスシステム（５．０３－５．０９１GHz）（登録局） は、平成２７年度の４６６局から今回は０局となっている。この理由は、当該周
波数帯が暫定的使用であったため５ＧHz帯無線アクセスシステム（４．９－５．０GHz）（登録局）に移行したものと考えられる。

【評価結果のポイント】
・本周波数帯は、５GHz帯無線アクセスシステム、DSRC、５GHz帯アマチュア、５GHz帯各種レーダー等多様なシステムに利用されており、適切に
利用されていると認められる。
・今後、第５世代移動通信システム（５G）の導入（４．５ＧＨｚ帯）が予定されることから他の無線局との共用等の可能性を検討し、周波数利用の効
率化に取り組むことが望ましい。
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平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

実験試験局（4.4-5.85GHz） 10 9 5 5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz） 0 0 0

5.8GHz帯画像伝送 1 1 1 5GHz帯無線アクセスシステム（5.03-5.091GHz）（登録局） 269 466 0

5GHz帯無線アクセスシステム（4.9-5.0GHz） 0 0 0

5GHz帯無線アクセス

システム（4.9-5.0GHz）
（登録局）

DSRC（狭域通信） 5GHz帯アマチュア
無人移動体画像伝送

システム

5GHz帯気象レー

ダー・5GHz帯空港気

象レーダー

その他（4.4-5.85GHz） その他(*1)

平成24年度 657 334 248 0 8 9 280

平成27年度 1,035 389 254 0 8 7 476

平成30年度 1,260 621 388 9 8 8 6
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その他（*１）の内訳

○無線局数のシステム別比較

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 2,300局 25,603局

平成２７年度 2,169局 25,952局



調査結果及び評価結果のポイント（5.85GHz超8.5GHz以下） 6

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

映像FPU（Bバンド） 45 37 31 映像STL/TTL/TSL（Nバンド） 9 9 9

音声STL/TTL/TSL（Mバンド） 3 19 28 音声STL/TTL/TSL（Nバンド） 0 0 2

放送監視制御（Mバンド） 7 18 28 衛星（移動衛星を除く）アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 1 1 1

6GHz帯電気通信業務用固定無線システム 31 31 21 その他（5.85-8.5GHz） 0 0 1

映像STL/TTL/TSL（Mバンド） 16 16 17 移動衛星アップリンク（Cバンド）（5.85-6.57GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Bバンド） 10 11 11 放送監視制御（Nバンド） 0 0 0

実験試験局（5.85-8.5GHz） 9 9 10

7.5GHz帯電通・公共・

一般業務（中継系・エ

ントランス）

映像FPU（Dバンド）

6.5GHz帯電通・公共・

一般業務（中継系・エ

ントランス）

映像FPU（Cバンド）
映像STL/TTL/TSL（Dバ

ンド）

映像STL/TTL/TSL（Cバ

ンド）
その他(*1)

平成24年度 480 468 396 374 126 51 131

平成27年度 548 469 351 386 126 52 151

平成30年度 598 403 359 334 127 53 159
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その他（*１）の内訳

○無線局数のシステム別比較

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて５０局（２．４％）減少している。
・７．５GHz帯電通・公共・一般業務（中継系・エントランス）は、９．１％（５０局）増加し、６．５GHz帯は、微増している。
・映像FPU系は、アナログＦＰＵ機器の廃止ため減少したと考えられる。音声STL/TTL/TSL（M、Nバンド）及び放送監視制御（Mバンド）は、２１局増加
している。この理由は、３．４GHz帯放送事業用無線局からの移行先と考えられる。

【評価結果のポイント】
・本周波数帯は、映像・音声STL/TTL/TSL等の放送事業用無線局や電気通信業務用固定無線システム等に利用されている。
・他の電気通信手段への代替が進むシステムの今後の動向に注視しつつも、他の周波数帯からの移行先として増加が見込まれるなど、適切に利
用されていると認められる。

九州 全国

平成３０年度 2,033局 15,062局

平成２７年度 2,083局 15,591局

無線局数の推移



調査結果及び評価結果のポイント（8.5GHz超10.25GHz以下）

○無線局数のシステム別比較
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平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

9GHz帯気象レーダー 7 10 9 PAR（精測進入レーダー） 0 0 0

沿岸監視レーダー（移動型） 0 0 1 レーマークビーコン・レーダービーコン 0 0 0

その他（8.5-10.25GHz） 2 1 1 9GHz帯気象レーダー（可搬型） 0 0 0

位置・距離測定用レーダー 0 0 0

船舶航行用レーダー

SART（捜索救助用

レーダートランスポン

ダ）

10.125GHz帯アマチュ

ア

航空機用気象レー

ダー

実験試験局（8.5-
10.25GHz）

沿岸監視レーダー その他(*1)

平成24年度 10,457 1,138 221 56 23 18 9

平成27年度 10,576 1,095 212 54 21 16 11

平成30年度 10,774 1,047 183 77 26 17 11
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その他（*１）の内訳

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 12,135局 54,340局

平成２７年度 11,985局 52,940局

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて１５０局（１．２％）増加している。
・船舶航行用レーダーは、１９８局（１．９％）増加している。
・SART（捜索救助用レーダートランスポンダ）は４８局（４．４％）、１０．１２５GHz帯アマチュアは２９局（１３．７％）減少している。

【評価結果のポイント】
・本周波数帯は、主に船舶航行用レーダー、SARTに利用され、国際的な周波数割当てとも整合がとれており、適切に利用されていると認められる。
・平成３０年６月に、９．２～９．８GHzに９GHz帯航空機搭載型合成開口レーダーシステムを導入するなど、レーダーでの利用の需要が高く、今後、気
象用や探査用に利用が拡大することが想定されることから、既存システムとの共用など、周波数利用方法の検討を推進することが求められる。
・今後は、ゲリラ豪雨等の観測体制強化のため、９ＧＨｚ帯気象レーダーの需要も高まってくると考えられるほか、５GHz帯気象レーダーの受入先とし
ての役割も期待されるため、さらなる周波数有効活用を図っていくことが望ましい。



調査結果及び評価結果のポイント（10.25GHz超13.25GHz以下） 8

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

11GHz帯電気通信業務災害対策用 42 42 46 衛星ダウンリンク（Kuバンド）（11.7-12.75GHz） 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Gバンド） 38 37 35 SHF帯地上放送 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Fバンド） 27 26 27 CS放送 0 0 0

映像STL/TTL/TSL（Eバンド） 9 9 8 映像FPU（Gバンド） 0 0 0

11GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 0 0 0 実験試験局（10.25-13.25GHz） 0 1 0

衛星ダウンリンク（Kuバンド）（10.7-11.7GHz） 0 0 0 その他（10.25-13.25GHz） 0 0 0

BS放送 0 0 0

11GHz帯電気通信業

務（中継系・エントラン

ス）

映像FPU（Eバンド）
速度センサ／侵入検

知センサ

10.475GHz帯アマチュ

ア
映像FPU（Fバンド）

12GHz帯公共・一般業

務（中継系・エントラン

ス）

その他(*1)

平成24年度 761 287 229 188 123 140 116

平成27年度 599 276 224 180 107 115 115

平成30年度 380 251 219 154 95 92 116
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その他（*１）の内訳

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 1,307局 11,834局

平成２７年度 1,616局 15,476局

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて３０９局（１９．１％）減少している。
・１１GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）が２１９局（３５．６％）と大きく減少している。
・本周波数帯の無線局数は、映像伝送用が約４割、電気通信業務用が約３割を占めている。

【評価結果のポイント】
・平成２７年度調査時と比較すると減少傾向にあるシステムが多いものの、災害時の信頼性確保のために重要な無線局であり、多値変調方式の導
入などシステムの高度化を行い、今後も周波数の有効利用を図っていくことが望ましい。
・映像伝送用は、減少傾向にあるものの、今後も一定の需要は見込まれる。システムの重要性から引き続き非常時の対策を推進することが望ましい。
・１１GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）は大きく減少しているものの、他のシステムはほぼ横ばいで、国際的な周波数割当とも整合がとれ
ており、適切に利用されていると認められる。

○無線局数のシステム別比較



調査結果及び評価結果のポイント（13.25GHz超21.2GHz以下の周波数） 9

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

移動衛星サービスリンクのアップリンク（Kuバンド） 6 5 7 衛星ダウンリンク（Kaバンド）（20.2-21.2GHz） 0 0 0

実験試験局（13.25-21.2GHz） 3 4 6 14GHz帯BSフィーダリンク 0 0 0

15GHz帯電気通信業務災害対策用 0 0 4 CSフィーダリンク 0 0 0

13GHz帯船舶航行管制用レーダー 0 1 1 MTSATアップリンク（Kuバンド） 2 2 0

17GHz帯BSフィーダリンク 0 0 1 15GHz帯電気通信業務テレビ伝送用 2 0 0

13GHz帯航空機航行用レーダー 0 0 0 衛星ダウンリンク（Kaバンド）（17.3-20.2GHz） 0 0 0

接岸援助用レーダー 0 0 0 その他（13.25-21.2GHz） 0 0 0

18GHz帯電気通信業

務（エントランス）

18GHz帯公共用小容

量固定

衛星（移動衛星を除

く）アップリンク（Kuバ

ンド）（13.75-14.5GHz）

15GHz帯電気通信業

務（中継系・エントラン

ス）

18GHz帯FWA
15GHz帯ヘリテレ画像

伝送
その他(*1)

平成24年度 405 57 132 339 77 12 13

平成27年度 435 137 116 245 89 12 12

平成30年度 388 174 118 91 78 12 19
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平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）

その他（*１）の内訳

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 880局 20,588局

平成２７年度 1,046局 23,004局

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて１６６局（１５．９％）減少している。
・１８GHz帯電気通信業務（エントランス）及び１５GHz帯電気通信業務（中継系・エントランス）で、それぞれ４７局（１０．８％）、１５４局(６２．９％)減少し
ている。
・１８GHz帯公共用小容量固定は３７局（２７．０％）増加している。

【評価結果のポイント】
・１８ＧＨｚ帯電気通信業務（エントランス）、１８ＧＨｚ帯公共用小容量固定及び衛星アップリンク（Kuバンド）の３システムで無線局の８割近くを占めて
いる。災害時の信頼性確保の対策や国際的な周波数割当てとも整合性がとれていることから、適切に利用されていると認められる。
・全体的には減少傾向にあるが、光ファイバーの敷設が困難な地域での携帯電話基地局の展開や、携帯電話システムの災害時の信頼性確保のた
めに重要な無線局であり、システムの高度化を含め、今後も周波数の有効活用を推進することが適当である。

○無線局数のシステム別比較



調査結果及び評価結果のポイント（21.2GHz超23.6GHz以下） 10

有線テレビジョン放送事

業用（固定）
22GHz帯FWA その他（21.2-23.6GHz）

有線テレビジョン放送事

業用（移動）

22GHz帯電気通信業務

（中継系・エントランス）

実験試験局（21.2-
23.6GHz）

平成24年度 10 6 4 1 60 0

平成27年度 9 6 4 3 0 0

平成30年度 9 6 4 3 0 0
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平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数） 無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 22局 186局

平成２７年度 22局 510局

○無線局数のシステム別比較

【調査結果のポイント】
・本周波数区分の無線局数は、他の周波数区分に比べ局数が少なく、全体で２２局となっている。

【評価結果のポイント】
・有線テレビジョン放送事業用は、４Ｋ・８Ｋの導入等に伴い通信量の増加が想定されることから、双方向化、多値変調の導入等を促進し周波数の有
効利用を図ることが望ましい。
・２２GHz帯FWAは、光ファイバーの敷設が困難な地域での災害時の信頼性確保のために重要な無線局であり、適切に利用されているものと認めら
れる。



調査結果及び評価結果のポイント（23.6GHz超36GHz以下） 11

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

踏切障害物検知レーダー 0 0 0 ESIMアップリンク（Kaバンド）（29.5-30.0GHz） 0 0 0

その他（23.6-36GHz） 0 0 0

26GHz帯FWA 24GHz帯アマチュア
速度測定用等レー

ダー

衛星（ESIMを除く）アッ

プリンク（Kaバンド）

（27.0-31.0GHz）

実験試験局（23.6-
36GHz）

空港面探知レーダー その他(*1)

平成24年度 140 98 41 7 2 1 0

平成27年度 307 96 44 8 3 1 0

平成30年度 370 87 27 6 4 1 0
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平成24年度 平成27年度 平成30年度（無線局数）

その他（*１）の内訳

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 495局 7,487局

平成２７年度 459局 7,579局

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度と比べて３６局（７．８％）増加している。
・２６GHz帯FWAが２０．５％（６３局）増加している。

【評価結果のポイント】
・本周波数帯では、２６GHz帯FWA及び２４GHz帯アマチュアで多く利用され、引き続き一定の利用が見込まれることから適切に利用されているもの
と認められる。
・２７～２８．２GHz及び２９．１～２９．５GHzについては、今後、第５世代移動通信システム（５G）の導入に向けて周波数の割当てがされていることか
ら、同システムの利用が拡大すると想定される。

○無線局数のシステム別比較



調査結果及び評価結果のポイント（36GHz超） 12

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

平    成
24年度

平    成
27年度

平    成
30年度

249GHz帯アマチュア 1 1 1 60GHz電気通信業務用（無線アクセスシステム） 0 0 0

40GHz帯公共・一般業務（中継系） 5 2 0 120GHz帯映像FPU 0 0 0

38GHz帯FWA 0 0 0 実験試験局（36GHz-） 8 0 0

40GHz帯映像FPU 0 0 0 その他（36GHz-） 0 0 0

40GHz帯駅ホーム画像伝送 0 0 0 120GHz帯超高精細映像伝送システム 0 0 0

55GHz帯映像FPU 0 0 0

50GHz帯簡易無線 47GHz帯アマチュア
80GHz帯高速無線伝

送システム
77.75GHz帯アマチュア

40GHz帯画像伝送（公

共業務用）
135GHz帯アマチュア その他(*1)

平成24年度 338 55 0 17 16 7 14

平成27年度 120 57 20 20 16 8 3

平成30年度 98 53 50 20 16 9 1
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その他（*１）の内訳

無線局数の推移

九州 全国

平成３０年度 247局 3,481局

平成２７年度 244局 3,500局

【調査結果のポイント】
・本周波数帯の無線局数は、平成２７年度に比べて３局（１．２％）微増している。
・調査時と比較すると、８０GHz帯高速無線伝送システムについては、２．５倍増加し５０局となっている。５０GHz帯簡易無線については、１８．３％減
少し９８局となっている。その他のシステムの無線局数については、ほぼ横ばいで推移している。

【評価結果のポイント】
・本周波数帯は、５０GHz帯簡易無線、４７GHz帯アマチュア及び８０GHz帯高速無線伝送の３システムで8割を占めている。
・５０GHz帯簡易無線については、無線局が減少傾向にあり、今後の動向に注視するとともに、８０GHz帯高速無線伝送システムについては増加傾
向にあり、周波数の有効利用が進んでいると認められる。
・当該周波数帯は、全周波数区分の中で最も高い周波数で、新規周波数の開拓が活発に進められている周波数である。今後も利用可能な周波数
を増やすための研究開発や技術試験事務を進めるとともに、すでに導入された無線システムの普及が円滑に進むように、ニーズを踏まえて適切に
高度化や制度改正などの対応を行っていくことが必要である。

○無線局数のシステム別比較




